
 

                                                                        

 

【資料 2】 
 

 

 

 

 

本市脱炭素プロジェクトの KPIと推進体制（素案） 
 

 

 

 

 

 

 

                                 近江八幡市企画課 
 



 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 各プロジェクトの目標及び評価指標 
 

                                                                        

 

○評価の指標と目標数値 

評価の指標および目標 現状（2020年） 2030年 2050年 

住宅用太陽光発電導入実績(kW） 14,469 43,407 86,814 

事業用太陽光発電導入実績（kW） 27,837 139,185 278,370 

合 計 42,306 182,592 365,184 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) 24,100 105,100 210,200 

対 2013年度比削減割合（％） 3.6％ 15.8％ 31.6％ 

 

○実施イメージ                   （参考） 太陽光 PPAモデルのスキーム 

柱 A-① PPAモデル等を活用した太陽光発電の導入推進 
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(出典)環境省ホームページ 



 
 

                                                                        

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 2030年 2050年 

太陽光発電/蓄電設備の新規設置件数（件） 30 300 1000 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) 67 670 2210 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 A-② 太陽光発電・蓄電設備の共同購入事業の実施 

行政（市） 

支援事業者 

市民（見積希望者） 施工事業者 

公募・選定 協定締結 

参加者の募集 
参加登録 

施工事業者の入札・選定 

設置件数に応じた手数料の支払い 

設備の設置契約 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 2030年 2050年 

       モデル農地の設置件数（件） - １ ３ 

モデル農地を活用した施策の実施（件） - １ 10 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

柱 A-③ 営農型太陽光発電の導入の仕組みづくり 

行政（市） 

遊休地・耕作放棄地の把握 

モデル農地の選定 

農業関係者、団体 

エネルギー事業者 

連携・協力 

太陽光発電ポテンシャル調査 

モデル農地の活用スキーム検討 

 

(出典)環境省 (出典)環境省 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 2040年 2050年 

バイオガス発電導入実績（kW） 495 2,475 4,950 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) 1,500 7,500 15,000 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

柱 A-④ バイオガス発電の導入の仕組みづくり 

行政（市） 

農林漁業者 

廃棄物処理業者 

エネルギー事業者 

情報提供 調査・研究 

スキーム検討 

体制整備 

【メタン発酵施設】 

・地域バイオマス資源を活用した発電と熱供給 

・液肥の製造 

・バイオマス関連施設の誘致、建設当による雇用創出 

・災害時の電源供給 

【農業関係者】 

・液肥による施肥労力の低減（高齢化対策） 

・肥料代の削減（可処分所得の向上） 

・儲かる農業による後継者の確保 

・持続可能な循環型農業の実現 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３０年 2040年 2050年 

バイオガス発電導入実績（kW） - 495 2,475 4,950 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) - 1,500 7,500 15,000 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 A-⑤ 地域新電力による電気の地産地消の仕組みづくり 

廃棄物処理施設 

【施策 A-④】と連携 

・廃棄物による発電 

・生ごみメタン発酵 

市内の再エネ・卒 FIT電源 

電力の調達 

地域エネルギー会社 

出資 配当 

地域企業 自治体 

電力購入契約 

家庭 

企業・オフィス 

公共施設 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３0年 2040年 

公共施設の LED化率（％） - ５０ １０0 

教育施設の LED化率（％） - ５０ １００ 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) - 推計中 推計中 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 B-① 市内施設や街灯の LED化推進 

行政（市） 施設所管担当 ＝ 

公共施設 

教育等施設 

LEDへの順次転換 

自治会館 

市内コミュニティ 

センター 

補助事業の実施 

市 民 

市内事業者 

施工事業者 

普及・啓発 

施工・工事 

連携 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３0年 2050年 

公用車の電動車導入台数（台） ４ ２０ 10０ 

市内公共施設の充電設備導入件数（件） ４ ２０ 150 

市内自動車保有台数のうち電動車普及率（％） - 20 90 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) - ８４００ 38000 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 B-② ゼロカーボン・ドライブの普及促進 

行政（市） 

公用車の電動化、充電インフラ等整備 

カーシェアリングの拠点整備 

運輸事業者 

車両の電動化、エコドライブの推進 

設備の保守・点検、維持管理 

市 民 

事業者 

情報提供 

国・県 

支援体制整備 

 

 

取組の実践 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３0年 2050年 

公共施設の ZEB化率（％） ０ ２０ 10０ 

ZEBリーディングオーナー登録事業者数（件） ０ ２ １０ 

ZEBプランナー認定事業者数（件） ０ １ ５ 

 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 B-③ 施設の ZEB化と省エネ性能向上の取組推進 

市内設計・施工業者 

コンサルティング会社など 

ZEBプランナー事業者 

行政（市） 

産業・業務部門事業者 

登録検討 

申請・相談 

プランニング 

政
府
（環
境
省
） 

情報提供 連携 

補助金申請 

認定・交付 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 2050年 

促進区域の設定と再エネの最大限導入  評価の指標は設定していませんが、地域関係者との協議を適宜開催し、再エ

ネ促進区域を設定することにより、開発に伴う地域間トラブルの防止と地域特

性を活かした再エネ設備の円滑かつ最大限導入を目指します。 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境保全区域 調整区域 導入可能区域 

柱 B-④ 再エネの円滑な導入に向けたゾーニングの実施 

各種調査 

・環境調査 

 

・アンケート調査 

 

・ヒアリング調査 

 

・ポテンシャル調査 など 

ゾーニング 

各種データ等の整理 

 

データ重ね合わせに 

よるエリアの評価 

 

ゾーニング評価（マップ） 

 

環境審議会等 

各部会 

学識経験者 地域住民 

地域事業者 滋賀県・国 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３0年 2050年 

コミュニティサイクルの拠点整備（件） ０ １０ ３０ 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 B-⑤ 歩行者と自転車に優しいまちづくりの推進 

行政（市） 

市役所 

スポーツ施設 

業務部門事業者 

商業施設 

レ
ン
タ
ル
サ
イ
ク
ル
の
拠
点
整
備 

連携・協力 
運輸部門事業者 

入札 

設置・維持管理 

自
転
車
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行
者
走
行
環
境
の
整
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市民 

シェアサイクル 

走行環境整備 

普及・啓発 

積極的活用 
(出典)国土交通省 

(出典)国土交通省 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（202０年） 20３0年 2050年 

公共交通機関の利用者数（千人/年） １１,６４４ １5,000 25,000 

公共交通の満足度（％） 74.7 ８０．０ ９０．０ 

交通事故の発生件数（件/年） ２００ １４０ ８０ 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

柱 C-① 公共交通機関の利用促進 

行政（県、市） 運輸部門事業者 

地域コミュニティ交通の維持 

運行ルートの検討 

新技術を活用した交通体系の検討 

 
公共交通×観応モデルルートの構築 

 

教育施設等での出前講座の実施 

 

市役所や駅など交通結節点のバリアフリー強化、待合環境の整備 

 

鉄道やバスなど公共交通サービス機能・水準の維持 

 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2018年） 20３0年 2050年 

ごみの総排出量（トン/年） 27,７６０ 25,500 21,500 

ごみのリサイクル率（％） 12.3 20.0 25.5 

二酸化炭素削減見込量(t-CO₂) - 860 2380 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 C-② ごみの削減と資源循環の取組推進 

行政（市） 

環境エネルギーセンター 

市 民 

各種プログラム 

補助事業 

環境団体、NPOなど 

普及・啓発 

普及・啓発 

搬入量削減 

★資源の再利用、有効活用 

提供 
畜産関係者 

民間事業者 

電力事業者 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2020年） 20３0年 2050年 

ブランド農作物の作付面積（ha） 69 69 69 

認定新規就農者制度認定数（法人） 14 20 30 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 C-③ 環境に配慮した農業経営の実践 

行政（市） 

農業関係者 

市内教育施設 

各種支援 

認定制度 

 

計画申請 

ブランド化 

ブランド農産物×食育 

 

農業体験活動(実習) 

 

連携・調整 

 

市 民 

地産地消ワークショップ 

(学びをつなげる場の創出) 

 

つくる⇒たべる⇒つなげる 

３つの Tを生みだすための 

プログラムの検討・実践 

事業者 学識者 

環境団体 



 
 

                                                                        

 

 

 

○評価の指標および目標数値 

評価の指標および目標 現状（2023年） 20３0年 2050年 

省エネ家電の購入補助事業交付件数（件） - ３00 １０００ 

高断熱化リフォーム補助件数（件） - 300 1000 

 

○実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 C-④ 省エネ家電・設備の活用推進 

行政（市） 

市 民 

整備事業者 

補助事業 

情報提供 

 

申請・登録 

 

 

費用負担 

 

 

設置・施工 

 

 

 

 

断熱ワークショップ 

 メリットの共有・情報提供 

 

市内施工業者のリスト化 

 

 



２ プロジェクトの推進体制 
 

                                                                        

 

 

 

○実施イメージ（庁外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱D 環境人材の育成と脱炭素実現に向けたネットワークの形成 

行政（市） 
事務局 

 

 

⁂賛同者・会員の募集 

 

 

市内事業者 

 

 

市民活動団体 

 

 

NPO 

 

 

滋賀県 

 

 

オブザーバー 

 

 

連携 

 

 

学識者・専門機関 

 

 

セミナー、各種脱炭素プログラム 

先進地視察、マッチング、情報共有 

【対応する施策】 

柱 C-③、柱D-① 

人材育成 

 

 
近江八幡発の新ビジネスモデルの検討 

各種支援・補助事業の推進 

【対応する施策】 

柱 A-①,②、柱 B-①～⑤、柱Ｃ-①～④ 

事業化プロジェクト 

 

 
新たな技術の調査研究 

支援・補助事業による技術開発推進 

【対応する施策】 

柱Ａ-④,⑤、柱Ｂ-⑥ 

技術開発 

 

 



 
 

                                                                        

 

 

 

○実施イメージ（庁内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱D 環境人材の育成と脱炭素実現に向けたネットワークの形成 

環
境
・地
球
温
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化
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興
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農
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都
市
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画
担
当 

教
育
担
当 

事務局（政策推進担当） 

外部関係機関等（脱炭素プラットフォーム）と連携を

図り、施策の柱Ａ～Ｄに掲げるプロジェクトについて

推進する。 

各部より 1 名の脱炭素推進員（仮称）を設置し、庁

内の脱炭素化に向けて環境配慮型製品の積極購

入や勉強会の開催など意識啓発を推進する。 



３ 脱炭素ロードマップ 
 

                                                                        

施策の柱 脱炭素プロジェクト ～2030年度 ～2040年度 ～2050年度 

 

【柱 A】 

再生可能エネル

ギー最大限導入 

①PPAモデル等を活用した太陽光発電の導入推進  

 

  

②太陽光発電・蓄電設備の共同購入事業の実施    

③営農型太陽光発電の導入推進の仕組みづくり    

④バイオガス発電の導入推進の仕組みづくり    

⑤地域新電力事業による電気の地産地消の仕組みづくり    

【柱 B】 

脱炭素実現に 

向けた制度や 

インフラの整備 

①市内施設や街灯の LED転換    

②ゼロカーボン・ドライブの普及促進  

 

  

③施設の ZEB化と省エネ性能向上の取組推進    

④再エネの円滑な導入に向けたゾーニングの実施    

⑤歩行者と自転車に優しいまちづくりの推進  

 

  

【柱 C】 

快適かつ環境配慮

型ライフスタイルの

転換 

①公共交通機関の利用促進    

②ごみの削減と資源循環の取組推進    

③環境に配慮した農業経営の実践    

④省エネ家電(設備)の活用推進    

【柱D】 

環境人材の育成と脱

炭素実現に向けたネ

ットワークの形成 

①環境教育の推進と脱炭素人材の形成支援    

②多様なステークホルダーが情報共有できるネット 

ワーク形成 

   

③エネルギーエージェンシーの設立    

普及啓発・導入方針確立 

公共施設における段階的導入・モデル化 
導入方針に基づき、公共・民生・産業部門において太陽光発電の導入推進 

共同購入事業のスキーム検討・整備 共同購入事業の実施及び事業周知、取り組みの拡大 

モデル農地の選定、各種調査・情報整理 モデル農地での実証実験、事業スキーム確立 ソーラーシェアリングの普及・事業展開 

各種調査・研究、事業のスキーム検討 実施体制の整備 エネルギー地産地消の取り組み推進 

事業者,地域関係者との調整、事業スキーム検討 エネルギー地産地消の取り組み推進 

普及啓発・順次 LED照明への切り替え LED照明の導入推進 

電動車の導入推進、普及啓発、再エネ設備の導入 

カーシェアリングのスキーム検討 

電動車の導入推進、充電インフラ設備の導入拡大、普及啓発 

EVカーシェアリングの実施 民生部門における電動車の導入拡大 

施設の ZEB化推進、省エネ改修、普及啓発 制度を活用した ZEB推進事業者・団体の創出 施設の ZEB化普及率、省エネ性能の拡大 

協議会等を活用して再エネ利用推進に向けた検討 地域住民・事業者との連携・調整、ゾーニングに基づいた再エネ設備の導入推進 

コミュニティサイクルの整備検討 コミュニティサイクルの導入、自転車×観光ルートの整備、市内観光拠点の整備推進 

自転車走行レーンの整備、歩きやすい道路の整備推進、道路の保守点検・維持管理 

交通結節点の環境整備、地域交通の担い手確保に向けた取り組み推進、新技術を活用した交通体系の検討と実践、 

情報提供、補助制度など支援の拡充、食品ロスのない製造や販売、食品ロスや廃棄物を削減したライフスタイルの実践 

地産地消の仕組みづくり、農作物のブランド化推進 地産地消の推進に向けたプログラムの実践、環境に配慮した農業経営と環境配慮農産物の積極的な消費拡大 

省エネ推進に向けたWS、普及啓発、補助制度 省エネ製品（設備）の積極的な活用と省エネライフスタイルの実践 

脱炭素まちづくりプラットフォームの検討と形成 

脱炭素まちづくりプラットフォームの検討と形成 

脱炭素庁内推進員の育成と意識啓発 

ネットワークを通した再エネ・省エネの実装拡大、環境体験学習等による人材育成支援 

ネットワークを通した再エネ・省エネの実装拡大、環境体験学習等による人材育成支援 

公共施設の脱炭素化に向けた取り組み推進と PDCAサイクルによる見直し、継続的改善 

プラットフォームを活用した体制検討と人材マッチング支援 市民、市内事業者などの脱炭素化に向けた取り組み支援 



４ 計画の進捗管理 
 

                                                                        

 

○フォローアップ 

 

・それぞれの取り組みに関して、進捗状況や目標の達成状況を継続的に実証することが重要です。 

 本計画を確実に推進し、効果的な進捗管理を行うため、PDCA サイクルに基づき、取り組みの継続的な改善と推進を行います。 

・2050年までの中間年度（2030年度、2040年度）ごとに、近江八幡市総合計画など関連計画との整合を図ったうえで、本 

計画に示す目標の達成状況や社会情勢の変化等を踏まえて、次期計画を策定します。 

・本計画に示す内容は、近江八幡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）と整合させ、次期見直しに際して、計画 

として一本化させることを検討します。 

・計画の進捗管理に加えて、国の取り組みの変化や新たな社会課題の発生、技術革新によるエネルギー関連の新技術やシステム 

 の社会実装など、社会情勢の変化とその動向等に注意し、計画に反映をさせます。 

脱炭素実行計画の PDCA管理 

D（Do） 

実行 

 

P（Plan） 

計画 

 

A（Action） 

見直し 

 

C（Check） 

点検 

 

①施策の実施計画 

 

②施策の実施 

 

③施策の進捗管理 

 

④次年度に向けた 

改善策を検討 

 


